　　　　　　　　　　

債権回収業務等の委託に係る公募型プロポーザル募集要領
公益財団法人大阪府育英会（以下「育英会」という。）は滞納者に対する債権回収業務及び訪問調査業務の委託を実施するにあたり、本要領の定めるところにより企画提案書を募集し、業務を委託する業者の選定を行う。
１ 委託業務名
　　(1) 債権回収業務
(2) 訪問調査業務
※業務の内容は別紙「債権回収業務・訪問調査業務仕様書（以下「仕様書」という。）」のとおり。
２ 契約期間
令和７年７月１日～令和１０年３月３１日
３ 契約方式
（1）回収金額に対する成功報酬制とする。
（令和10年3月31日までの回収額を対象とし、以降の入金分は対象としない。）
（2）訪問調査は単価制とする。
４ スケジュール
　　令和７年５月１２日（月）　　　　公募開始
　　令和７年５月３０日（金）　　　　質問受付締切
　　令和７年６月１０日（火）　　　　質問回答

　　令和７年６月１６日（月）　　　　提案書類提出締切
　　令和７年６月２０日（金）　　　　選定委員会
　　令和７年６月下旬頃　　　　　　　契約締結手続
　　
５ 公募参加資格

本業務を的確に遂行する能力を有する、次に掲げる要件をすべて満たす者であること。
(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しないものであること。
(2) 大阪府入札参加停止要綱に基づく入札参加停止措置を受けている者又は同要綱別表各号に掲げる措置要件に該当する者でないこと。

(3) 次のアからウのいずれにも該当しない者であること。
ア 大阪府暴力団排除条例に基づく公共工事等からの暴力団の排除に係る措置に関する規則（令和

2年大阪府規則第61号。以下「暴力団排除措置規則」という。）第3条第1項に規定する入札参加除外者（以下「入札参加除外者」という。）

イ 暴力団排除措置規則第9条第1項に規定する誓約書違反者（以下「誓約書違反者」という。）

ウ 暴力団排除措置規則第3条第1項各号のいずれかに該当すると認められる者

(4) 令和7・8・9年度大阪府物品・委託役務関係競争入札参加資格者名簿において「その他（種目コード200）」（債権回収・サービスを業務内容とするものに限る。）に登録をされている者であること。
(5) 次のア及びイに該当する者であること。
ア 債権管理回収業に関する特別措置法（平成10年法律第126号）第３条の規定に基づく法務大臣の
許可を受けた債権回収会社であること。ただし公告の日において、同法第23条に規定する業務改善命令を現に受けているものを除く。
イ 弁護士又は弁護士法（昭和24年法律第205号）第30条の2の規定による弁護士法人であること。ただし、公告の日において、同法第57条第1項第2号から第4号まで及び同条第2項第2号から第4号までに規定する懲戒処分を現に受けているものを除く。
６ 応募の手続き
　　本業務の提案に参加を希望する者の受付手続等は、以下のとおりです。
「５ 公募参加資格」を確認の上、必要な書類を受付期間内に提出してください。
（1）募集要領の公告、仕様書等の配布及び提案書類の受付
　 ア 公告及び配布期間
　　　　令和７年５月１２日（月）から令和７年５月３０日（金）まで
　 イ 配布方法
　　　　育英会のホームページからダウンロードする方法によります。
　 ウ 受付期間
　　　　令和７年５月１２日（月）から令和７年６月１６日（月）まで
　　　　（持参の場合は土曜日、日曜日及び祝日を除く。午前９時から午後５時３０分まで）
　 エ 受付場所

 　〒534-0026　大阪市都島区網島町６番２０号　大阪私学会館２階
公益財団法人　大阪府育英会　業務部　滞納ゼロ作戦室
担当：水上
TEL　06-6357-4579　　FAX　06-6357-6201
※書類は郵送又は受付場所に持参してください。

※郵送による提出の場合は、６月１３日（金）必着でお願いします。

※書類持参の際は、事前に日時を連絡してください。
　　　 オ 費用の負担
　　　　　　応募に要する経費は、すべて応募者の負担とします。
７ 企画提案書等の作成要領
（1）仕様書を参考に「８ 審査方法（3）審査基準」の評価項目の事項を記載し作成すること。
（様式に関しては自由とする）
（2）その他、以下の事項を記載すること。
　 ア 成功報酬率（様式①に記載し提出）
　 イ 訪問単価（様式②に記載し提出）
　 ウ 年度別予定回収額（令和７・８・９年度）

　 エ その他特記事項、アピール事項
（3）提出部数
　　紙媒体で５部
　　※提出された企画提案書等については、返却しません。
８ 質問の受付
（1）受付期間
令和７年５月１２日（月）から令和７年５月３０日（金）　午後５時３０分まで
（2）提出方法
ア 質問書に質問事項を記載の上、ＦＡＸで受け付けます。
（様式に関しては自由とする）
イ ＦＡＸ送信後、必ず電話で着信の確認をお願いします。
（3）回答日
令和７年６月１０日（火）
（4）回答方法
ア 応募者（予定者含む）全員にＦＡＸにより回答します。
イ ＦＡＸ送信後、育英会より電話で着信の確認をします。
９ 審査の方法

（1）審査方法
ア (3) の審査基準に基づき、選定委員会による審査を行い、最優秀提案者（及び次点者）を決定します。ただし、最高点の者が複数者いる場合は、成功報酬率に回収見込額（当社見込額）を乗じた金額と地方別の訪問単価に訪問予定件数を乗じた金額の合計金額の安価な者を最優秀提案事業者とします。

イ 審査内容に係る質問や異議は一切受け付けません。

ウ 最優秀提案者は特別の理由がない限り、契約交渉の相手方に決定します。

（2）評価基準
　　採点は、以下の採点のとおり５段階で採点し、審査基準ごとの掛率で配点する。
	非常に
優れている
	優れている
	標準である
	劣っている
	非常に
劣っている

	５
	４
	３
	２
	１


（3）審査基準
　　企画提案書等の内容における採点
	評価項目
	審査基準
	掛率
	配点

	1.成功報酬率
	様式①に記載した率
	×2
	10

	2.訪問単価
	様式②に記載した地方別の訪問単価に訪問予定件数を乗じた金額の合計
	×2
	10

	3.業務実施方針
	①育英会の奨学金の趣旨を理解し、業務実施方針が提案されているか。
②債務者の経済・就労状況の把握など、生活状況を配慮した取り組み姿勢が示されているか。
	×1
	5

	4.業務実施体制
	①業務が遂行可能な人員体制が確保されており、また、業
務の管理体制は適正か。

②責任者及び従事者は、業務を遂行する上で、必要な経験、
知見及び資格等を有しているか。
③育英会と連絡・調整が円滑に行える体制が確保されてい
るか。
	×4
	20

	5.業務実施手法
	①債権の催告について
・具体的な実施方法・時期・回数等が示されているか。
・回収向上に向けた具体的取組が示されているか。
	×2
	10

	
	②返還相談について
・具体的な実施方法、相談体制が示されているか。
・トラブル・苦情等の対応方法が具体的に示されているか。
	×1
	5

	
	③訪問調査について
・具体的な実施方法・時期・回数等が示されているか。
・回収向上に向けた具体的取組が示されているか。
・全国に訪問調査に行ける体制が示されているか。
	×3
	15

	
	④報告について
・基本情報の変更・郵便物の返戻又は非居住等の情報を育英会に漏れなく報告が行える体制が示されているか。
・育英会からの基本情報の変更の報告を受け、漏れなく基本情報を変更し、新たな住所、電話番号へ文書送付、架電業務が行える体制が示されているか。
	×1
	5

	6.管理運営体制
	①情報セキュリティに関し、組織的な取組が実施されているか。
②個人情報の管理方法及び管理体制が確保されているか。
	×1
	5

	7.業務実績
	奨学金回収業務又はこれに類する業務の受託実績を有し、十分な回収実績があるか。
	×3
	15

	合計
	
	100


（4）審査結果
ア 契約交渉の相手方が決定した後、審査結果は採択に関わらず、応募いただいた全応募者に通知します。

イ 審査結果通知は口頭によるものとする。
ウ 審査内容は公表しません。
（5）審査対象からの除外（失格事由）

次のいずれかに該当した場合は、提案審査の対象から除外するとともに、別途、入札に準じて入札参加停止等の措置を講じることとします。
ア 選定委員に対して、直接、間接を問わず、故意に接触を求めること。
イ 他の応募提案者と応募提案の内容又はその意思について相談を行うこと。
ウ 事業者選定終了までの間に、他の応募提案者に対して応募提案の内容を意図的に開示すること。
エ 応募提案書類に虚偽の記載を行うこと。
オ その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行うこと。
１０ 契約手続きについて
契約交渉の相手方に選定された者と育英会との間で協議を行い、契約を締結します。
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